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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期
第３四半期
連結累計期間

第65期
第３四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 21,690,812 24,207,005 32,881,926

経常利益 (千円) 639,075 511,569 1,006,012

四半期(当期)純利益 (千円) 270,323 272,534 471,281

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 235,950 288,508 528,295

純資産額 (千円) 9,162,982 9,640,016 9,455,328

総資産額 (千円) 18,578,533 20,165,741 18,258,527

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 23.47 23.66 810.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 48.58 47.22 51.10

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △634,245 298,337 △90,338

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △292,493 △1,928,487 △303,004

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △88,811 1,013,364 △90,042

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,534,538 3,449,917 4,066,703

　

回次
第64期
第３四半期
連結会計期間

第65期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 15.99 21.90

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済および景気動向は、東日本大震災からの復興関連需

要等が下支えとなり、内需持ち直しの兆しとともに、企業収益も緩やかに改善するなど回復傾向が続いて

おりました。しかしながら秋以降は、中国をはじめとした海外経済の減速の影響などによる輸出の落ち込

みに加え、政府による各種景気刺激策も一巡したことにより後退色が強まるなど、先行き不透明な状況が

続いております。

このような経済環境のもと当社グループにおきましては、顧客企業の設備投資計画の抑制傾向により

工場施設関連の営繕工事が減少したほか、東京電力株式会社の発注に伴うケーブル関連保守工事は引き

続き厳しい受注環境で推移いたしました。一方、戸建住宅を中心としたガス設備新設工事の受注や主要取

引先であります東京ガス株式会社、静岡ガス株式会社をはじめとした他ガス事業者の設備投資計画によ

る受注などガス工事事業は総じて好調に推移いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間におけ

る業績は、売上高24,207百万円（前年同期比11.6%増）となりましたが、厳しい受注環境下、一部で低価格

での受注を余儀なくされたことに加え、合併10周年記念品費用および本社移転候補地取得に伴う登録諸

費用等を販売費及び一般管理費に計上したことにより、利益面では営業利益425百万円（前年同期比

27.9%減）、経常利益511百万円（前年同期比20.0%減）、四半期純利益272百万円（前年同期比0.8%増）と

なりました。

 

セグメントの状況は次のとおりであります。

ガス工事事業

ガス設備新設工事において、ガス化営業施策や販工一体となった受注施策を継続して推進するととも

に、得意先ごとのニーズに対応した提案営業をさらに強化したことにより量産系住宅を中心に戸建・集

合住宅ともに好調な受注を維持し、エネファームをはじめとした環境対応型機器の受注も増加しました。

また、空調工事や集合住宅給湯・暖房工事につきましても、安定的な受注を確保することができたことに

加え、ガス導管工事においても、主要取引先であります東京ガス株式会社をはじめ、静岡ガス株式会社等

の他ガス事業者の設備投資計画による受注も好調を維持いたしました。この結果、売上高は20,000百万円

（前年同期比13.3%増）、経常利益840百万円（前年同期比15.6%増）となりました。

建築・土木工事事業
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顧客企業の設備投資計画の抑制傾向により工場施設関連の営繕工事が減少したほか、ケーブル関連保

守工事は工事量の低下やコストダウン等引き続き厳しい受注環境で推移し、他企業発注案件における新

規顧客の開拓による受注を確保したものの、減少幅を補うまでには至りませんでした。一方で、水道局関

連工事および既築マンションをターゲットとしたリノベーション工事（雑排水管ライニング工事を含め

た改修工事）においては、前年度からの大型繰越案件が完成したほか、東京電力株式会社の設備投資計画

による受注や新築建物に関連した給排水衛生設備工事の受注も回復の兆しが見受けられるようになりま

した。また、ゴルフ場等のイリゲーション工事（緑化散水設備工事）の受注は引き続き堅調を維持いたし

ました。この結果、売上高は1,957百万円（前年同期比12.9%増）となりましたが、一部大規模水道工事に

おける厳しい請負金額での受注の影響により、利益面では経常損失274百万円（前年同期は92百万円の経

常損失）となりました。

その他事業

エネリア静岡東において、リフォーム工事の受注が好調に推移したほか、一般ガス機器販売において

も、堅調に推移いたしましたが、販売競争の激化に伴い値引きを余儀なくされたことや提案力強化に向け

た営業マン育成費用が増加したため、利益面では前年を下回る結果となりました。また、東京ガスライフ

バル西むさし株式会社においても、最重要戦略機種としているエネファームの成約をはじめ、勉強会等に

よるスキルアップの継続実施や各種キャンペーンを展開したことにより、環境対応型機器を含む一般ガ

ス機器は堅調に推移したものの、大口顧客からの受注や保安点検業務が減少したほか、販売リベート体系

の変更に伴い、利益面でも前年を下回りました。この結果、売上高2,197百万円（前年同期比2.6%減）、経

常損失35百万円（前年同期は31百万円の経常利益）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末の18,258百万円に比べて10.4%増加し

20,165百万円となりました。これは完成工事未収入金が1,722百万円減少しましたが、未成工事支出金が

863百万円、本社移転候補先等として土地・建物を取得したことにより建物及び構築物が1,129百万円、土

地が704百万円増加したことに加え、第３四半期連結会計期間末では、その他資産・負債に仮払・仮受消

費税を両建て表示していることにより1,004百万円増加したことなどが主な要因であります。

負債合計は、前連結会計年度末の8,803百万円に比べて19.6%増加し10,525百万円となりました。これは

工事未払金が807百万円減少しましたが、未成工事受入金が585百万円、設備投資資金として融資を受けた

ことにより借入金が1,120百万円増加したことに加え、当第３四半期連結会計期間末では、その他資産・

負債に仮払・仮受消費税を両建て表示していることにより1,215百万円増加したことなどが主な要因で

あります。

純資産合計は、前連結会計年度末の9,455百万円に比べて2.0%増加し9,640百万円となりました。これは

株式配当金の支払で103百万円減少しましたが、当第３四半期純利益を272百万円計上したことにより利

益剰余金が168百万円増加したことなどが主な要因であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年

度末と比べ616百万円減少し、3,449百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間の営業活動による資金は298百万円の収入（前年同期は634百万円の支出）

となりました。主なプラス要因は売上債権の減少1,598百万円、未成工事受入金の増加585百万円などであ

り、主なマイナス要因は、未成工事支出金の増加863百万円、仕入債務の減少929百万円などによるもので

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間の投資活動による資金は1,928百万円の支出（前年同期は292百万円の支

出）となりました。主なマイナス要因は、有形固定資産の取得による支出1,958百万円などによるもので

す。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結累計期間の財務活動による資金は1,013百万円の収入（前年同期は88百万円の支

出）となりました。主なプラス要因は、長期借入による収入1,200百万円などによるものです。
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(4) 受注高、売上高、繰越高及び施工高

項目 種類別
前期繰越高
(千円)

当期受注高
(千円)

計
(千円)

当期売上高
(千円)

次期繰越高

当期施工高
(千円)手持高

(千円)

うち施工高

割合
(％)

金額
(千円)

第64期
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

ガス工事事業 7,123,97120,988,98328,112,95517,704,73510,408,21931.13,233,97019,636,016

建築・土木工
事事業

1,204,6622,937,3764,142,0391,733,1212,408,91737.1 894,0252,401,652

計 8,328,63423,926,36032,254,99419,437,85712,817,13732.24,127,99622,037,669

その他事業 33,3982,250,1862,283,5842,252,95530,62831.4 9,6032,257,002

合計 8,362,03226,176,54634,538,57821,690,81212,847,76632.24,137,59924,294,671

第65期
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

ガス工事事業 8,306,69522,499,50830,806,20420,054,54210,751,66124.12,591,28820,849,464

建築・土木工
事事業

1,426,2572,736,9714,163,2281,957,4492,205,77919.5 430,0421,985,913

計 9,732,95325,236,47934,969,43322,011,99112,957,44123.33,021,33122,835,377

その他事業 25,5272,343,1182,368,6462,195,013173,63210.8 18,7072,212,587

合計 9,758,48027,579,59837,338,07924,207,00513,131,07423.23,040,03925,047,965

（注）１.前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含みます。従って、当期売上高にも当該増減額が含まれております。

 ２.次期繰越高の施工高は、手持工事高における支出金より推定したものであります。

 ３.金額には消費税等は含まれておりません。

 ４.セグメント間取引については、相殺消去しております。

 ５.ガス工事事業の売上高は工材販売手数料等、前期57,400千円、当期53,950千円を含んでおります。

　

(5) 主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備

は、次のとおりです。

新設

当社グループの本社機能の集約による経営効率の向上と充実を目的に、本社移転予定先として不動産

（土地・建物）を取得しました。これらの取得により、土地704百万円、建物及び構築物1,050百万円が増

加しております。

なお、現在賃貸中であり,移転については、賃貸借契約が満了する平成26年８月31日以降を予定してお

ります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000 11,800,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は、
1,000株であります。

計 11,800,000 11,800,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月31日 － 11,800,000 － 590,000 － 1,909

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

283,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,490,000
11,490 －

単元未満株式
普通株式

27,000
－ －

発行済株式総数 11,800,000－ －

総株主の議決権 － 11,490 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 260 株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社協和日成

東京都渋谷区神南
　　　　一丁目８番10号

283,000 － 283,000 2.40

計 ― 283,000 － 283,000 2.40

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、藍監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,066,703 3,649,917

受取手形 ※２
 445,080

※２
 584,703

完成工事未収入金 5,928,635 4,205,677

有価証券 38,560 20,894

未成工事支出金 2,232,918 3,096,783

商品及び製品 14,244 33,415

原材料及び貯蔵品 64,697 66,838

その他 852,679 2,227,968

貸倒引当金 △92,516 △69,268

流動資産合計 13,551,004 13,816,930

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 625,185 1,754,215

機械装置及び運搬具（純額） 9,513 17,565

工具、器具及び備品（純額） 85,946 89,751

土地 1,198,971 1,903,457

リース資産（純額） 7,196 22,821

その他 1,955 3,310

有形固定資産合計 1,928,768 3,791,120

無形固定資産

のれん 118,202 104,564

リース資産 4,966 3,247

その他 28,521 28,519

無形固定資産合計 151,690 136,330

投資その他の資産

投資有価証券 1,408,572 1,441,007

その他 1,320,770 1,067,186

貸倒引当金 △102,279 △86,833

投資その他の資産合計 2,627,063 2,421,360

固定資産合計 4,707,522 6,348,811

資産合計 18,258,527 20,165,741
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 190,221 67,682

工事未払金 4,430,584 3,623,298

1年内返済予定の長期借入金 － 239,592

未払法人税等 345,070 110,481

未成工事受入金 1,086,995 1,672,873

賞与引当金 702,717 323,107

リース債務 4,843 8,430

その他 677,285 2,095,902

流動負債合計 7,437,717 8,141,369

固定負債

長期借入金 － 880,544

退職給付引当金 973,045 1,018,962

役員退職慰労引当金 166,765 188,594

リース債務 7,927 18,941

資産除去債務 37,898 38,531

その他 179,846 238,782

固定負債合計 1,365,482 2,384,355

負債合計 8,803,199 10,525,725

純資産の部

株主資本

資本金 590,000 590,000

資本剰余金 1,918 1,918

利益剰余金 8,688,821 8,857,702

自己株式 △33,760 △33,926

株主資本合計 9,246,979 9,415,694

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 83,015 105,672

その他の包括利益累計額合計 83,015 105,672

少数株主持分 125,332 118,648

純資産合計 9,455,328 9,640,016

負債純資産合計 18,258,527 20,165,741
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 21,690,812 24,207,005

売上原価 18,860,559 21,390,172

売上総利益 2,830,253 2,816,832

販売費及び一般管理費 2,240,593 2,391,541

営業利益 589,660 425,291

営業外収益

受取利息 3,377 3,398

受取配当金 23,056 23,741

受取手数料 19,443 29,341

不動産賃貸料 － 61,857

貸倒引当金戻入額 8,092 9,726

雑収入 26,170 21,981

営業外収益合計 80,140 150,047

営業外費用

支払利息 － 4,280

不動産賃貸費用 － 35,177

支払手数料 17,943 19,036

持分法による投資損失 11,037 1,859

雑支出 1,745 3,415

営業外費用合計 30,725 63,769

経常利益 639,075 511,569

特別損失

固定資産除却損 2,297 7,984

投資有価証券評価損 284 158

特別損失合計 2,582 8,143

税金等調整前四半期純利益 636,493 503,426

法人税、住民税及び事業税 180,456 93,430

法人税等調整額 169,353 144,144

法人税等合計 349,810 237,574

少数株主損益調整前四半期純利益 286,682 265,851

少数株主利益又は少数株主損失（△） 16,359 △6,683

四半期純利益 270,323 272,534
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 286,682 265,851

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △50,668 22,594

持分法適用会社に対する持分相当額 △64 62

その他の包括利益合計 △50,732 22,657

四半期包括利益 235,950 288,508

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 219,590 295,191

少数株主に係る四半期包括利益 16,359 △6,683
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 636,493 503,426

減価償却費 80,275 103,603

のれん償却額 13,638 13,638

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,463 △38,693

賞与引当金の増減額（△は減少） △344,167 △379,609

退職給付引当金の増減額（△は減少） 50,647 45,917

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 23,183 21,829

受取利息及び受取配当金 △26,433 △27,140

支払利息 － 4,280

有形固定資産除却損 2,297 7,984

投資有価証券評価損益（△は益） 284 158

持分法による投資損益（△は益） 11,037 1,859

売上債権の増減額（△は増加） 988,314 1,598,596

未成工事支出金の増減額（△は増加） △2,695,462 △863,864

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,633 △21,311

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,212,623 585,878

仕入債務の増減額（△は減少） △126,486 △929,824

その他 △230,931 △48,612

小計 △424,785 578,115

利息及び配当金の受取額 28,523 29,098

利息の支払額 － △4,179

法人税等の支払額 △237,983 △304,696

営業活動によるキャッシュ・フロー △634,245 298,337

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100,000 －

有価証券の取得による支出 △30,494 △14,596

有価証券の売却による収入 50,350 32,262

有形固定資産の取得による支出 △197,413 △1,958,630

有形固定資産の売却による収入 21 －

投資有価証券の取得による支出 △19,234 △1,668

貸付けによる支出 △34,500 △40,250

貸付金の回収による収入 31,094 47,396

その他 7,683 6,999

投資活動によるキャッシュ・フロー △292,493 △1,928,487

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 1,200,000

長期借入金の返済による支出 － △79,864

自己株式の取得による支出 △233 △165

リース債務の返済による支出 △3,632 △4,678

配当金の支払額 △84,945 △101,927

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,811 1,013,364

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,015,549 △616,786

現金及び現金同等物の期首残高 4,550,088 4,066,703

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,534,538

※
 3,449,917

EDINET提出書類

株式会社協和日成(E00189)

四半期報告書

14/21



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成24年12月31日)

　１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行とシンジケーション方式クレジット・ファ

シリティ契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高は次のとおりです。

 

貸出コミットメントの総額　　3,500,000千円

　貸出実行残高　　　 　　　　　　　─　千円

差引額　　　　　　　　　　　3,500,000千円

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形が、期末残高に含まれております。　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
受取手形　 　　　 　　　　　3,676千円

　１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行とシンジケーション方式クレジット・

ファシリティ契約を締結しております。

当第３四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入金未実行残高は次のとおりで

す。

貸出コミットメントの総額　　3,500,000千円

貸出実行残高　　　　　 　　　　　─　千円

差引額                      3,500,000千円

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ

ております。

受取手形　 　　　　　　　　8,622千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日

至　平成24年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金

現金及び現金同等物

3,534,538千円

3,534,538千円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,649,917千円

預入期間３か月超の定期預金 △200,000千円

現金及び現金同等物 3,449,917千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

 １．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 86,383 7.50平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

 １．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 103,654 9.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　(注)１株当たり配当額(円)は、記念配当1.50円を含んでおります。

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 ガス工事事業 建築・土木工事事業 その他事業 計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 売上高 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する売上高 17,647,3351,733,1212,252,95521,633,41257,40021,690,812

 (2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － 3,464 3,464 △3,464 －

計 17,647,3351,733,1212,256,41921,636,87653,93621,690,812

セグメント利益又は損失(△) 727,114△92,135 31,493666,472△27,397639,075

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額57,400千円であります。

(2)セグメント利益又は損失(△)の調整額△27,397千円は、たな卸資産調整額△657千円、のれん償却額△

4,075千円、連結調整及び全社費用△22,664千円であります。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 ガス工事事業 建築・土木工事事業 その他事業 計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 売上高 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する売上高 20,000,5921,957,4492,195,01324,153,05553,95024,207,005

 (2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － 2,283 2,283 △2,283 －

計 20,000,5921,957,4492,197,29624,155,33851,66624,207,005

セグメント利益又は損失(△) 840,655△274,144△35,551530,958△19,389511,569

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額53,950千円であります。

(2)セグメント利益又は損失(△)の調整額△19,389千円は、たな卸資産調整額△1,675千円、のれん償却額△

4,075千円、連結調整及び全社費用△13,637千円であります。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。

なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間のセグメント損益に与える影響は軽微であります。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

    １株当たり四半期純利益金額 23円47銭 23円66銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額　　                 (千円) 270,323 272,534

    普通株主に帰属しない金額             (千円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額　　　 (千円) 270,323 272,534

    普通株式の期中平均株式数              (株) 11,517,503 11,517,019

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月13日

株式会社協和日成

取締役会  御中

　

藍監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　林　恒　男  　　  印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    関　端　京　夫  　　  印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社協和日成の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和日成及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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